
GPS 統合解析技術の高度化（第２年次） 

 

 

実施期間    平成 21 年度～平成 23 年度 

地理地殻活動研究センタ－ 

宇宙測地研究室 畑中 雄樹 

 

１．はじめに 

GEONETの整備により，日本列島の地殻変動を約20kmの均一な空間分解能と精度で観測する体制が整

えられ，その運用が10年以上の長期にわたり維持されてきたことにより，単に地震・火山等の個々の

イベントに伴う地殻変動を明らかにするだけでなく，より長期的・広域的な地殻活動の性質を捉える

ことが可能になってきた．一方，火山周辺の地殻変動や歪み集中帯等のより小さな空間スケールの地

殻変動を精密に捉えるためには，GEONETでも空間分解能が不足しており，GEONETを補完するGPS連続観

測網（点）の展開や，繰り返し観測がより稠密に行われている．現状では，それらのデータはGEONET

と別のシステムで独立に解析されており，解析戦略や固定点の扱い等に違いがあるため，GEONETによ

る全国的な広域の地殻変動情報と合わせて評価する際には，解の整合性に疑問を残すことになる．そ

こで，本研究では，座標変換や網の歪みの補正などの特段の工夫をすることなく運用の異なるGPS観測

点間の比較や評価が行えるよう，GEONETのルーチン解を基盤として，広域から局所までの地殻変動情

報を一貫した基準で統一的に扱うことを可能とする技術の開発を目的とする． 

 

２．研究内容 

２周波または１周波受信機を用いる任意の観測点について，GEONETのルーチン解に整合する解析結

果を得るための技術（以下，「GPS統合解析」または「統合解析」）を開発する．平成21年度には，２

周波受信機の観測点を想定した場合について，GPS統合解析の手法を構築し，１周波受信機を想定する

場合に必要な電離層補正手法について予備的な検討を行った．平成22年度には，電離層補正手法を開

発した． 

 

３．得られた成果 

電離層補正手法の素案を構築し，GEONET 観測点のデータから１周波のみを用いた適用実験を行い，

その精度評価を行った．電離層補正手法の素案は，衛星毎および受信機毎のバイアスの影響を避ける

ため，二重差の精度を確保することに重きをおくものであり，GEONET の各観測点における衛星への視

線方向の電離層遅延量の推定，そのモデル化，時空間内挿からなる． 

視線毎の電離層遅延量推定は，GEONET 観測網の２周波データを用いて行う．まず，GEOENT のルーチ

ン解析システムを地域電離層推定用に改良し，これを用いて，GEONET 点のうち数十点を対象に，その

データの二重差を観測量として球面調和関数展開による空間分解能の粗い地域電離層モデル（RIM）を

推定する．GEONET 全点について基線を組み，先に推定された RIM を適用して二重差アンビギュイティ

ーを決定した上で，電離層（幾何フリー）線形結合の二重差の残差をアンビギュイティーに関する情

報とともに出力する．次に，観測点毎・衛星毎に位相データを用いて電離層線形結合の時系列を計算

し，そのバイアスを推定する．このとき，上で求められた RIM の値を a priori 値として，これに近づ
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けるよう拘束条件をかける他，アンビギュイティーが決定された二重差については電離層遅延量の二

重差が RIM 値の二重差と残差の和で与えられるので，これを拘束条件とする．なお，上で用いたアン

ビギュイティー決定手法は，GEONET のルーチン解析システムの手法で用いられているものに，RIM の

適用などの改良を加えたものである．この改良によって，アンビギュイティー決定率が約２％向上し

た． 

次に，GEONET 観測網を小領域に分け，衛星毎・エポック毎に，得られた視線方向の電離層遅延量に

平面を適合させることより，電離層遅延補正モデルを生成する．小領域は，RIM 推定時に基線間の相

関を考慮して解析が行われる，放射基線状の小クラスター（概ね 100～200km 程度の広がりをもつ）と

する．平面モデルは地表観測点の緯度・経度上で定義し，適合計算時には，観測点毎のバイアスをエ

ポック毎に設定し同時推定する．ただし，全衛星に対する共通平面成分が不定となるので，これを安

定化させるための拘束条件を適用する．また，観測点毎・衛星毎のバイアスを完全に消去することは

困難なので，基線解析時に内挿値を用いた二重差上でバイアスが消去されるように，平面の適合計算

には全ての観測点で共通に観測される衛星のデータのみを用いることとする． 

さらに，電離層遅延モデルの時空間内挿には，以下の手法を適用する．１周波データによる基線解

析においては，電離層遅延補正誤差の影響を最小限にするため，解析対象とする観測点に最も近い

GEONET 点を参照点として基線を組み，各観測点において上記の平面モデルから衛星毎・エポック毎に

電離層遅延補正量を算出し適用する．このとき，衛星毎・観測点毎の残存バイアスを消去するために，

基線の両端の観測点において同一の平面モデルを適用するものとする． 

こうして得られた手法について，GPS１周波観測への適用評価実験を行った．ここでは，GEONET 観

測点全点の１点１点を解析対象点に見立て，2003 年７月 26 日～９月 24 日に観測された１周波データ

のみを用い，基線解析により評価することとした．基線解析によって得られた座標解と F3 解との間の

バイアス差を全観測点について求めると，その

RMS は，水平成分について約４mm，上下成分につ

いて約 11mm であった．また，参照点との間の基線

ベクトル成分の RMS は，おおむね，F3 解の２～３

割増しである（表－１）．ただし，南西諸島や八丈

島付近など一部の地域において，基線再現性の悪

い地域がみられた． 

 

４．結論 

１周波受信機を想定する場合に必要な電離層補正手法の素案を構築し，その精度を評価した．直近

の GEONET 点との間で組んだ基線について，F3 解に比べて平均２～３割増しのばらつきで解を求める

ことが可能となったが，幾つかの問題点も明らかになった．まず，電離層遅延量のバイアス推定時に

粗い RIM を a priori 値として用いており，得られた遅延量あるいはモデルは，電離層電子密度分布の

空間波長の短い成分を反映していないため，電離層の状況把握に用いる目的には必ずしも適していな

い．また，南西諸島などの島嶼地域では基線解の再現性が劣り，電子基準点の空間分布等の地理的な

条件の悪さが電離層モデル推定の障害になっている可能性がある．さらに，F3 解との間のバイアス差

は，参照点として用いられる観測点が欠測等のため他の観測点に変更された場合には，基線時系列上

の値の系統差となって現れる．今後，これらの点への対処について更に検討した上で，電離層補正手

法を確定し，統合解析手法を構築する． 

表－１ F3 解及び解析手法素案の基線再現性 

 RMS(mm) 

 南北  東西  上下  

①F3 解  1.71  1.71  6.81  

②素案  2.26  2.24  8.52  
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世界測地系における国内位置基準の監視の高度化に関する研究（第１年次） 
 

 

実施期間    平成 22 年度～平成 24 年度 

地理地殻活動研究センター  

宇宙測地研究室 高島 和宏 

 

１．はじめに 

国土地理院は国家の位置基準を管理する機関として，超長基線測量（VLBI）や電子基準点測量（GPS）

等により，我が国の測地基準系を維持管理している．平成 14 年に公表された測地成果 2000 算出のた

めの基準系構築において，VLBI 観測局を既知点とし，1997 年１月１日を元期に，その前後６日間の

GEONET 観測データから求められたスタティックな測地系が採用された．しかしながら，日本列島は４

つのプレート境界に位置し，地殻変動の激しい地域であって，年月の経過とともに国家測量成果の世

界測地系との乖離が大きくなる．そこで，グローバル観測結果に基づいて世界測地系の中での日本列

島の動きを正確に捉え，測地基準系の歪みを時系列的に監視する手法の開発が求められる．そのため

には，VLBI と GPS の観測について，個々の技術の特性の違いを考慮して統合する解析手法の研究に取

り組む必要がある． 

本研究では，世界測地系における日本の測地基準系の歪みを監視する手法を構築することを目的と

し，VLBI 観測と GEONET 観測を時系列的に統合する解析技術の開発を行い，これをシミュレーション

技術により評価した上で，国際 VLBI 事業（IVS）において取りまとめられた新しい VLBI 観測仕様（以

下，「新手法」という．）に対応する国内 VLBI 観測の技術指針をとりまとめることを目標としている． 

 

２．研究内容 

本研究は，特別研究として３年計画で実施しており，

第１年次は，VLBI シミュレーターを整備し，観測する準

星の組み合わせと記録する周波数配列の組み合わせなど，

多様な観測条件設定におけるシミュレーション観測デー

タの生成を行う．その際，考えうる全ての条件設定の組

み合わせ数は膨大であるため，新手法を効果的に取り入

れることを念頭において有効な組み合わせに絞り込む．

次に，それらの設定の中から良好な結果が得られると期

待されるものについて擬似的な基線解析を行う． 

 

３．得られた成果 

VLBI シミュレーターの整備において，共同研究機関で

ある（独）情報通信研究機構・光時空グループの協力を

得ながら，新手法や国内 VLBI 観測局への拡張対応が容易

であることを条件として，最適なソフトウェアの選定を

行い，オーストリア国ウイーン工科大学が開発した VLBI 解析ソフトウェア「VieVS」に組み込まれて

いる「Vie_SIM」モジュールを用いることとした．本シミュレーターは，国土地理院の通常業務で用い

表－１ 観測条件設定項目とその組み合わ 

せ数 

観測条件設定項目 条件数 

観測局 3 

SN比 2 

電波源（準星） 4 

スキャン（積分時間） 2 

スカイカバレッジ 2 

サブネット 2 

データ記録速度 5 

駆動速度 4 

駆動範囲制限 4 

SEFD（受信感度） 12 

組み合わせ数 184,320 
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ている VLBI データベース形式「MarkIII」

ではなく，「NGS カードファイル」と呼

ばれる形式のデータを入出力に用いてお

り，既存の国内 VLBI 観測ファイルをシミ

ュレーション観測データと同一条件で

「VieVS」により解析可能とするため，こ

の形式に変換する仕組みを構築した． 

次に，整備したシミュレーターの性能

確認を行うため，2009 年５月 21 日に国

内 VLBI 観測網において実施された観測

データ「JD0905」を「Calc/Solve」によ

って解析された通常処理の結果と，同一

条件で VieVS により生成したシミュレー

ションによる結果を比較した．推定され

たパラメータ（観測局位置，クロックオ

フセット，大気遅延量）は，推定誤差の

範囲で一致した．この結果，本シミュレ

ーターは，国内 VLBI 観測網において，正

常に動作していることが確認できた． 

シュミュレーション実施に当たり，計

算機資源や研究期間の制約の範囲内で可

能と思われる，表－1 に示す約 18 万通り

の生成に絞り込んだ．さらに，それらの

中から，ある程度良好な結果が得られる

と考えられる延べ観測回数 100 回以上が

スケジューリングされた 575 組に対して，擬似的な基線解析を実施した．シミュレーション全体の手

順を実観測の手順と共に比較して，図－１にチャートで示す． 

 

４．結論 

今回整備した VLBI シミュレーターにより，国内 VLBI 観測網のシミュレーションを実施することが

可能となった．また，国内 VLBI 観測データについて，通常業務で用いられている，米国 NASA 開発の

解析ソフトウェア Calc/Solve とは異なる解析ソフトウェアである VieVS を用いて解析し，結果を比較

することが可能となった．さらに，実観測と同一の条件で生成したシミュレーション観測データを用

いて基線解析した結果と実観測の解析結果との比較も可能となったことにより，実際の観測の良否を

知るためのツールとして本シミュレーターを用いることも可能となった．観測条件を変えた場合のシ

ミュレーション解析結果の精査について引き続き取り組み，シミュレーターを更にチューニングして

いきたい． 

次年度は，本シミュレーターを活用し，VLBI 観測と GEONET 観測を時系列的に統合する解析技術の

開発を実施する予定である． 

 

図－１ VLBI シミュレーションと実観測の実施手順 

 右のフローに今回整備したシミュレーターによる手順を示す。左の
フローは、通常の VLBI 測量業務に用いている手順であり、ここに今

回シミュレーターとして導入した Vie_VS を解析結果比較の目的とし
て使用することも可能となった。 
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GPS による地殻変動監視の信頼性向上のための 

大気擾乱の影響評価に関する研究（第１年次） 

 

 

実施期間    平成 22 年度～平成 24 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 石本 正芳 

 

１． はじめに 

国土地理院では，地震や火山活動の解明への寄与や防災活動の支援を目的として，地殻変動を監視し，

その情報を関連機関等に提供している．地震や火山活動に伴う地殻変動の監視には，全国に展開されて

いる GEONET の解析結果が重要な役割を担っている．GEONET の解析結果には様々な誤差が含まれており，

そのために，速やかにかつ信頼性の高い地殻変動情報の提供にとって障害となる場合がある．このよう

な誤差のうち，特に大気遅延に起因する誤差が問題となる場合が多い．GEONET の定常解析では，大気遅

延勾配推定の導入により，空間スケールの大きな気象現象に伴う測位誤差が大幅に軽減されている．し

かし，時間，空間スケールの小さな大気擾乱に起因すると考えられる誤差が依然として見られており，

地震や火山活動時における速やかなかつ信頼性の高い地殻変動の把握の妨げになる場合がある． 

本研究では，早期のかつ信頼性の高い地殻変動把握に寄与することを目的として，時・空間スケール

の小さな大気擾乱が GEONET の解析結果に及ぼす影響を評価する手法を開発し，大気擾乱による測位結果

への影響を評価可能とするプロトタイプシステムを構築する．  

 

２． 研究内容 

対象とする領域において，気象庁の数値予報モデルを基に時・空間分解能の高い数値気象モデルを生成

するためのシステムを構築し，このシステムを用いて，時・空間スケールの小さい大気擾乱と測位誤差と

の関連性を明らかにするとともに，大気擾乱の測位結果への影響評価を指標化する．さらに，これらの計

算を自動的に行うことが可能な大気擾乱の影響評価システムを構築する． 

平成 22 年度は，数値気象モデルから推定される誤差と解析結果との整合度の指標化について検討すると

ともに，高分解能な数値気象モデルを生成するソフトウェアを導入し，このソフトウェアを用いた事例調

査を通じて品質の評価を行う． 

 

３． 得られた成果 

対象とする時・空間領域において小スケールの大気擾乱による誤差の推定を可能とするために，高分解

能数値気象モデルを生成するためのソフトウェアを二種類整備した．一つは，名古屋大学で開発された雲

解像モデル CReSS(Cloud Resolving Storm Simulator)を基盤としたものであり，もう一つは，米国大

気研究センターが中心となって開発された WRF モデル(Weather Research and Forecasting Model)を

基盤に（財）電力中央研究所が開発した NuWFAS (Numerial Weather Forcasting and Analysis System)

である．広範囲の領域を短時間で処理することを要件とする完成予定のシステムにおいては，広範囲

の領域を計算する際の計算効率が圧倒的に高い，後者のソフトウェアを用いることとした．前者のソ

フトウェアは，高分解能なモデルに特化したものであり，これまでの実績で高分解能のモデル化の品

質が良好であるので，このソフトウェアによる気象データとの比較評価を通じて，設定パラメータ等
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の最適化を図ることとした．  

次に，このソフトウェアを用いて，原因は特定されていないが特徴的な測位誤差がみられる桜島周辺の

GEONET 観測を対象として，誤差の再現実験を行った．この地区では，夏季に，観測点間の基線変化におい

て特定の方向に偏ったばらつきが大きくなる特徴が認められる．実験結果には，数値気象データを用いて

推定される測位誤差と実際の解析結果のばらつきとの間で，空間パターンの特徴が整合的である場合が見

られた（図－１(a)，(b)）．  

さらに，二種類の変位ベクトルの空間分布に対し，空間パターンの整合度及び変位量の一致度について，

観測点ごとに定量的に示す指標を試作した．まず，個々の観測点において，近傍の観測点との基線を組み，

基線の変位ベクトルを求め，それらを変位ベクトルの絶対値の平均で規格化し，規格化変位ベクトルを作

成する．空間パターンの整合度は，二種類の規格化変位ベクトルの差の二乗平均平方根であり，変位量の

一致度は，二種類の変位ベクトルの絶対値の平均の差に対する，基準とする方の変位ベクトルの絶対値の

比率である．前者は値が小さいほど空間パターンの整合度が高いことを示し，後者は値が大きいほど変位

量の一致度が高いことを示す． 

この指標を，前述の桜島周辺における実観測の測位解のばらつきと数値気象データから推定される測位

誤差について計算した結果が図－１(c)である．空間パターンの整合度を色で，変位量の一致度を円の大き

さで示している．寒色系かつ円の大きいものほど，推定誤差との整合度が高く，大気擾乱の影響である可

能性が高いことを示す．この指標により，桜島に設置された観測点において整合度が高いことがわかる．

以上のことから，桜島周辺の特徴的なばらつきの原因が大気擾乱の影響である可能性が示唆される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． まとめ 

 高分解能数値気象モデルから推定される測位誤差と実観測データの解析結果のばらつきとの整合度を定

量的に評価する指標を試作した．その指標は，整合の有無を判別する基準の設定が未確立であるが，変位

の空間パターンの整合度を表すことができる．また，対象とする時・空間領域において小スケールの大気

擾乱による誤差の推定を可能とするために，高分解能数値気象モデルを生成するためのソフトウェアを整

備した．このソフトウェアを用いて桜島周辺の電子基準点観測における誤差の再現実験を行った結果，同

地区で夏季に見られる特徴的な測位解のばらつきが，大気擾乱の影響である可能性を示唆する結果を得た． 

今後は，今年度導入した二種類のソフトウェアによる高分解能気象データの相互比較を通じて，パラメ

ータ等の最適化を行ってシステムを完成させるとともに，得られたシステムを用いて，地形などによる地

域的な気象現象や急激な時間変化を生じる気象現象などといった特徴的な気象条件の種類ごとに、推定さ

れる誤差と解析結果のばらつきとの整合性を分析しつつ指標の改良を行い，測位解析結果への影響が大き

い気象条件，数値気象モデルの誤差再現の妥当性を評価する予定である． 

図－１ 2010 年８月９日における実観測データの解析結果および高分解能数値気象モデルから推定した

測位誤差．(a):実観測データの解析結果，(b):高分解能数値気象モデルを用いて推定した誤差，(c):実観

測データの解析結果と推定誤差との整合度（色は空間パターン，円の大きさは変位量の一致度を示す） 

(a) (b) (c) 
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日本の標高基準系の絶対的位置決定技術の高度化に関する研究（第２年次） 
 
 

実施期間    平成 21 年度～25 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 黒石 裕樹 

 

１． はじめに 

測量法において，日本の標高基準は平均海面からの高さで表示すると規定され，水準測量で直接結合さ

れていない離島を除き，東京湾平均海面が平均海面を定義し，水準原点の原点数値が高さの基準として定

められている．一方，VLBI や GPS などの宇宙測地技術の進展とその国際観測の継続的な実施によって地表

基準点の幾何学的な三次元位置（経・緯度と楕円体高）が国際的測地基準系（ITRF）において正確に決定

され，我が国においても国際的な標準に基づく水平位置の表示が可能となり，世界測地系が導入された．

また，重力場観測衛星の登場，宇宙測地技術による世界の詳細な地形モデルの作成やジオイド決定手法の

高度化により，空間分解能が高い全球重力ジオイド・モデルが構築され，各国の標高基準系を統一，ある

いは，相互の位置関係を明らかにする国際結合を進める可能性についての議論が国際測地学協会などで行

われている． 

テクトニック・プレートの収斂境界に位置する日本列島では，（高さを含め）地殻変動による基準点位置

の時間変化が全国的に生じるため，標高基準系を維持するとともに地震サイクルにおける長期的上下変動

を把握するため，全国の一等水準測量が繰り返し行われている．長距離に亘る水準測量では，計測誤差の

累積による系統誤差などによる内部歪みの存在が懸念される．そこで，長期的上下変動把握や平均海面か

らの高さという標高基準系実現の高精度化を図るため，ジオイド・モデルの絶対的精度向上を含め，標高

基準系の絶対的位置決定技術の高度化が必要となっている． 

 

２． 研究内容 

本課題では，日本の標高基準系の絶対的位置決定技術の高度化に取り組む．まず，全国水準測量からの

標高決定において広域的な誤差を生じうる，潮汐（海洋潮汐荷重を含む）効果の影響について定量的に評

価，分析を行う．また，ESA（European Space Agency）により 2009 年３月に打ち上げられた，全球重力場

を詳細に観測することを目的とする衛星 GOCE（Gravity field and steady-state Ocean Circulation 

Explorer）による成果等を用いた中・長波長重力場の決定技術の高度化を通じた日本のジオイド決定の高

度化を進める． 

第２年次においては，GOCE 観測を用いて算出された全球中・長波長重力場モデルについて，日本とその

周辺における品質評価を行うとともに，球面ウェーブレットを用いた地域的重力場モデルの決定手法につ

いて検討する．なお，後者は，フランス国立地理院（IGN）およびパリ地球物理学研究所（IPGP）との共同

研究「地球重力場のウェーブレットによるモデル化ソフトウェアの開発と利用に関する２番目の適用取り

決め」として実施している． 

 

３． 得られた成果 

GOCE による一回目の重力観測期間（61 日分）のデータを用いて，幾種類かの異なる処理法による全球長

波長重力場モデルが ESA などにより公表されている．ここでは，先行する重力観測衛星 GRACE（Gravity 

Recovery and Climate Experiment）と GOCE の観測を併せて求められたモデル GOCO01S（球面調和係数 244
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次まで；Pail et al., 2010）と GOCE 観測だけから求められたモデル SPW（210 次まで）を対象として，最

新の全球高分解能モデル EGM2008（Pavlis et al., 2008），および，最新の日本列島の重力ジオイド・モ

デル JGEOID2008（Kuroishi, 2009）と比較しつつ，評価を行う． 

ジオイド測量による主要４島のジオイド高データ（816 点）に対する較差の統計量を表－１に示す．比

較において短波長のジオイド起伏の影響を低減するため，GOCE に基づくモデルについて，与えられた球面

調和係数より高次の成分を EGM2008 で連結したものを用いている．GOCE に基づく二つのモデルでは，他に

比べ較差の標準偏差が２倍以上大きくなっている．較差の空間分布を調べると，緯度方向に 2°程度（180

次に相当），経度方向に 2.5°程度（144 位に相当）の空間波長を持つ，特徴的な系統誤差が明瞭であり，

限られた期間の GOCE 観測による予備的な重力場モデルでは，中波長域の重力場復元精度に課題を有してい

ることが明らかになった． 

次に，球面ウェーブレットに基づく地域的重力場決定手法について，膨大な計算を効率的に実行可能と

するため，ウェーブレット関数の空間スケールに応じた領域分割法を組み合わせた手法を考案し，日本列

島域を対象として適用した（Panet et al., 2011）．異種データを同時に扱い，約 15km の空間分解能を持

つ重力ジオイド・モデルの決定に成功した． 

 
表－１ 全国 816 点のジオイド高データを用いたジオイド・モデルの較差統計量．‘Direct differences’ 

は直接較差，‘Planar fit’は平面回帰を行った較差であり，mean と SD はそれぞれ平均と標準 
偏差，回帰平面の傾斜率と最大傾斜の方位角をそれぞれ Tilt と Azimuth を示す． 

 

Geoid Model 
Direct differences Planar fit 

Mean (cm) SD (cm) Tilt (ppm) Azimuth SD (cm) 

SPW -22.72 16.44 0.12 72˚  15.42 

GOCO01S – 23.79 20.62 0.12 24˚  19.74 

EGM2008 – 21.72 8.88 0.11 43˚  6.61 

JGEOID2008 – 20.20 8.44 0.18 97˚  5.99 

 

４． 結論 
GOCE の 61 日分の観測データを用いて決定された全球長波長重力場モデルは，日本列島において，GOCE

観測によって改善が期待される中波長域の重力場成分について，現時点では，その品質が十分でないこと

が明らかになった．したがって，日本のジオイドの絶対的精度向上のためには，より長期間の GOCE 観測と

GRACE 観測を最適統合されたモデルの登場が期待される．なお，昨年度行った，水準測量における潮汐効

果の評価についての成果を黒石（2010）として公表した． 

 

参考文献 

Kuroishi, Y (2009): Improved geoid model determination for Japan from GRACE and a regional gravity 

field model, Earth Planets and Space, 61 (7), 807-813 

黒石裕樹 (2010): 水準測量における天文潮汐と海洋潮汐荷重の影響について －日本の一等水準測量観

測の一部における試算－（Effects of astronomic tides and ocean tidal loading on leveling - partly 

estimation for the first-order leveling in Japan）, 測地学会誌 56, 59-72 

Pail, R. et al. (2010): Combined satellite gravity field model GOCO01S derived from GOCE and GRACE, 

Geophys. Res. Lett., 37, L20314, doi:10.1029/2010GL044906 

Panet, I., Y. Kuroishi and M. Holschneider (2011): Wavelet modelling of the gravity field by domain 

decomposition methods: an example over Japan, Geophys. J. Int., 184, 203-219, 

doi:10.1111/j.1365-246X.2010.04840.x 

Pavlis, N.K., S.A. Holmes, S.C. Kenyon, J.K. Factor (2008) An Earth gravitational model to degree 

2160: EGM2008. presemted at the 2008 General Assembly of the European Geosciences Union, Vienna, 

Austria, April 13-18, 2008 
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次世代 GNSS の利用可能性に関する研究（第３年次） 
 

 

実施期間    平成 20 年度～平成 25 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 宗包 浩志 

 

１．はじめに 

衛星測位システムといえば，これまで，米国の GPS やロシアの GLONASS がその代表的なものであっ

たが，近年，それらに加え，ヨーロッパの Galileo，中国の COMPASS などさまざまな衛星測位システ

ムが計画されている．また，GPS 自体も，更なる高精度化，頑健性を達成するため，既存の衛星を新

たなコードや周波数を追加した高性能衛星に順次入れ替えていく，GPS 近代化計画を推進中である．

我が国においても，衛星測位の補完・補強システムとして準天頂衛星システムが計画されており，関

係機関により，そのための研究開発が実施されている．これらの新しい衛星測位システムについて，

測量への利用可能性の評価や効率的な導入方法の検討のため，シミュレーションによる測位精度予測，

実運用後の試験観測による測位精度評価等が求められている． 

 

２．研究内容 

準天頂衛星等の次世代衛星測位システムに関し，その開発運用動向を踏まえつつ，利用可能性や効

果的な測量方法についての検討を行う．そのため，運用開始後における試験観測による精度検証やそ

のための技術支援を行うとともに，既開発の「衛星測位システム・シミュレータ（SPSS）」を活用した

シミュレーションによる評価や異なる衛星測位システム間の基準系の結合手法の検討等に取り組む．

本年度は，SPSS による次世代 GNSS のシミュレーション・データを用い，次世代 GNSS が利用可能にな

った場合の測位精度の評価を試行した． 

 

３．得られた成果 

Galileo,準天頂衛星システム(QZSS)などの次世代 GNSS が利用可能になった場合の測位精度への影

響を見積もるための数値シミュレーションを実施した．まず，仮想的な観測点として，Munekane et al. 

(2008)における，ビルによる遮蔽効果の大きな都市部の５km 基線網の観測点(U00, U0501, U0502, 

U0503, U0504)を設定し，GPS のみを観測した場合，GPS と QZSS を観測した場合，GPS および Galileo

を観測した場合，GPS，QZSS と Galileo のすべての衛星を観測した場合の計４通りについて，５km 基

線計７本の基線解の精度がどの程度変化するかを調査した．各観測点における観測日，誤差の生成条

件は，Munekane et al. (2008)と同一とした．擬似観測データの生成においては，準天頂衛星は Munekane 

et al. (2008)と同様に３機とし，Galileo は軌道傾斜角 55 度で昇交点経度が 120 度ずつ離れた三つ

の軌道面に９機ずつの衛星を均等に配置した．また，本来，Galileo においては搬送波の周波数が GPS

のそれとは異なるが，本研究では，簡単のため，Galileo においても GPS と同一の周波数で観測をす

るものと仮定した． 

次に，生成された擬似観測データから基線解析を行い，解の誤差を求めた．解析には，米国マサチ

ューセッツ工科大学で開発されたソフトウェア GAMIT を改修したもの(宗包, 2010)を用い，２周波の

データを互いに独立な観測量として扱った．セッション長は１時間とした． 

 基線解析の結果を図－１，２に示す．図－１は各基線における基線誤差の二乗平均平方根である．
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GPS のみの場合，上下，水平成分ともに 15cm を超える大きな誤差が見られる．これは，可視衛星数が

特に少ない（3～4）観測点が含まれるセッションにおいて，特に大きな誤差が発生するためである．

QZSS を加えることにより，そのようなセッションで大幅に精度が改善され，誤差の二乗平均平方根に

も有意な改善が見られる．一方，QZSS の代わりに Galileo を加えると，すべてのセッションにおいて

十分な可視衛星数が確保され，基線解が安定する．その状態にさらに QZSS を加えても，誤差の改善は

わずかであることが分かる．図－２は，基線解の誤差が水平成分２cm，上下成分３cm を下回ったセッ

ションを有効な観測とし，全体のセッション(24 セッション)数に対する有効なセッション数の割合

（有効観測率）を示したものである．GPS のみの場合は 0.87 であるが，QZSS を加えることで 0.98 に

上昇する．また，GPS に Galileo を加えると１となって全てのセッションが有効となり，それに QZSS

を加えても，当然，変化はない． 

  

         

       

 

 

 

４．結論 

 「衛星測位システム・シミュレータ」を用い，GPS に加え，QZSS, Galileo が観測可能になった場合

の測位精度について予備的な見積もりを行った．上空視界の悪い都市部の５km 基線を想定した数値シ

ミュレーションでは，GPS のみの場合は，可視衛星数が少ない観測点が含まれるセッションで精度が

大幅に悪化する結果，平均的な測位誤差も大きくなるが，QZSS や Galileo を加えることで，そのよう

なセッションで可視衛星数の増大に伴って解の精度が大幅に改善し，平均的な測位精度が向上するこ

と， GPS に Galileo のみを加えることにより十分な可視衛星数の確保がなされ，測位解が安定するこ

と，さらにそれ以上測位衛星を追加することによる測位精度向上効果はわずかであることが予測され

た．  

 

参考文献 

Munekane, H., Y. Kuroishi, Y. Hatanaka, and H. Miyazaki (2008): Simulation study of the impact 

of QZSS on land survey, Proceedings of International Symposium on GPS/GNSS 2008 in Tokyo, 

Toward a New Era of Positioning Technology, Tokyo International Exchange Center, Odaiba, Tokyo, 

Japan, November 11-14, 1087-1095. 

宗包 浩志 (2010)：次世代 GNSS の利用可能性に関する研究（第２年次），平成 21 年度国土地理院調

査研究年報． 

図－２ 観測される測位衛星の組に対す

る有効観測率 

図－１ シミュレーションによる都市部

５km 基線における基線解の誤差． 
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GPS リアルタイム解析の品質向上に関する研究（第２年次） 
 

 

実施期間    平成 21 年度～平成 25 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 宗包 浩志 

        

１．はじめに 

GPS リアルタイム解析は，高速で進行する地殻変動の把握及び防災情報の提供に活用が期待され

ている．科学技術・学術審議会による「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進につい

て（建議）」において，国土地理院は，GPS の１秒間隔データを用い，地震前後や火山噴火過程等，

高速に進行する地殻変動について，その時間推移を準実時間で把握する技術の高度化を図るとされて

おり， GPS リアルタイム解析技術を高度化することが求められている．また，国土地理院では，平成

21 年度から実施している研究開発基本計画において，GPS 測量等 GNSS による測量の活用を図るため，

各種の誤差の低減及び迅速な位置情報の提供に関する研究開発を行い，測量等において必要な知見・

成果等が得られることを目指しており，本研究はそれに資するものである． 

GPS リアルタイム解析は，スタティック解析に比べて観測誤差の影響を受けやすく，座標解の安定

性が低いことが知られており，リアルタイム性を維持しつつ座標解の安定性を向上させる高度な解析

手法の開発が必要である．GPS リアルタイム解析の誤差源は，主に，GPS 衛星からの電波が観測点付近

の地物に反射されて到達することにより発生するマルチパスと，大気による電波遅延によるものであ

ると考えられている．マルチパスに起因する誤差については，通常，GPS 衛星の配置がほぼ恒星日周

期を持つことを利用し，座標解を恒星日単位でスタッキングして作成された恒星日フィルタを用いて

補正されるが，実際の GPS 衛星の周期は，衛星毎にばらばらであり，恒星日からずれることが知られ

ており，正確な方法ではない．一方，大気による電波遅延は，通常，解析時に座標と同時に推定され

るが，大気による電波遅延量と座標解は強く相関している上，推定モデルが単純であって，荒天時に

は複雑な電波遅延が十分取り除けないため，その影響を軽減する新しい手法が求められている．   

 

２．研究内容 

本研究では，GPS リアルタイム解析における，マルチパスおよび大気による電波遅延量の影響を

軽減するため，位相残差マップを用いたマルチパス除去手法や数値気象モデルを用いた大気誤差の

低減手法について開発を行うことにより，GPS リアルタイム解析における座標解の品質向上を実現

する．そのため，後処理キネマティック GPS 解析について上記手法の開発を行い，次に，開発した

手法を GPS リアルタイム解析へ取り入れるための技術開発を行う．  

本年度は，昨年度後処理キネマティック GPS 解析において試行した，位相残差マップによるマル

チパス誤差除去手法を，GPS リアルタイム解析へ応用するための準備段階として，元となる GPS リ

アルタイム解析ソフトウェアの候補である trackRT を用いて GPS リアルタイム解析を試行する． 

  

３．得られた成果 

trackRT は，マサチューセッツ工科大学の T. Herring らによって開発されたソフトウェアである． 

trackRT を用いた GPS リアルタイム解析にあたっては，地理院内部のプロキシサーバーから RTCM 形式

で配信されるリアルタイム GPS データを使用し，GPS 衛星の軌道暦としては，国際 GNSS 事業(IGS)か
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ら公開されている超速報暦を用いた． 

良好な解析結果が得られた場合の一例として，図－１に 2011 年３月５日の 93067（横須賀）-960627

（つくば３）基線（基線長約 100km）の直交三成分の値を示す．各成分の再現性は，N: 10.7 mm; E: 7.2 

mm; U: 40.1 mm と比較的良好である．一方，解析結果が不良な場合の一例として，図－２に 2011 年

３月６日の 93086（南伊豆２）-960627（つくば３）基線（基線長約 200km）の直交三成分の値を示す．

14 時頃までは安定して基線解が求まっているが，そこから突然解が跳び，やがて発散している．解析

状況を調べると，解の跳びが発生した時刻にアンビギュイティーの再推定がなされており，解の跳び

の原因はアンビギュイティーの誤決定であると推測される．本基線は，今回解析を試行した中で基線

長が最も長いものであり，このような現象がしばしば見られた．アンビギュイティー誤決定を防止す

るためには，その決定に関わるパラメータについて，さらなる最適化が必要である． 

 

        

 

 

 

 

 

 

４．結論 

MIT で開発された GPS リアルタイム解析ソフトウェア trackRT を用い，GPS リアルタイム解析を試行

した．おおむね良好な基線解が得られることを確認したが，基線長が 200km を超える基線では，アン

ビギュイティーの誤決定によると思われる解の発散がしばしば生じることが分かった．今後は，アン

ビギュイティー決定に関わるパラメータの最適化を実施して，安定した基線解が推定できるようにす

るとともに，昨年度後処理キネマティック解析で試行した，位相残差マップを用いた誤差低減手法に

ついて trackRT への組みいれを行い，GPS リアルタイム解析における誤差低減効果を評価する予定で

ある． 

 

図－２ アンビギュイティーの誤決定に

より解が発散した基線の直交三

成分の例．2011 年３月６日の

93086（南伊豆２）-960627（つく

ば３）基線． 

図－１ 良好な結果が得られた基線の直

交三成分の例．2011 年３月５日

の 93067（横須賀）-960627（つ

くば３）基線． 
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地殻上下変動計測の整合性向上に関する研究（第２年次） 
 
 

実施期間     平成 21 年度～平成 25 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 黒石 裕樹  宗包 浩志 

 

１． はじめに 

日本の標高基準は，東京湾平均海面を基準とする高さの系として定められ，全国の一等水準測量を骨格

として正標高（ヘルメルト高）が与えられている．一方．宇宙測地技術の測地測量への導入と電子基準点

網（GEONET）の構築により，基準点の幾何学的な三次元位置が世界測地系に基づく測地基準点成果として

決定され，これらの楕円体高を正標高と関係づけるジオイド・モデルも提供されている． 

テクトニック・プレートの収斂境界に位置する日本列島は，地震や火山の活動が活発であり，それらの

発生や進展機構の解明や監視を行うことが防災や減災の支援のために重要である．その取り組みの一つと

して，国土地理院では地殻変動の全国的な監視が継続して行われている．地殻変動については連続的な監

視が GEONET により実現されており，上下変動については水準測量の繰り返し観測に加え，近年では衛星

SAR（合成開口レーダー）による監視が取り入れられている．また，沿岸部には験潮場が設置され，長期間

に亘って潮位変化の観測が行われ，水準測量と併せて長期的な上下変動の推定にも活用されている． 

GPS 技術については，IGS（国際 GNSS 事業）による国際観測や GEONET による国内観測が継続され，それ

らを用いた測地測量技術の高精度化研究が国際的にも進められており，地殻の上下変動成分を安定して観

測する利用技術の発展が期待されている．上下変動の観測に関する，これら異なる技術は，異なる高さ（物

理的標高，幾何学的楕円体高や地殻に対する潮位面の相対高など）を捉えるものである．したがって，我

が国における地殻上下変動を短期，中長期的に高精度で把握するためには，これら異なる技術について整

合した変動観測を実現することが求められる．そこで，本課題では，上下基準系に関係する，験潮，GPS，

水準測量，ジオイド等の観測・モデルについて，それぞれの精度向上を図るとともに，相互比較を通じて

整合性の評価および改善を図ることを目的とする研究を行う． 

 

２． 研究内容 

本研究では，上下基準系に関する計測である験潮，GPS，水準測量などの観測技術や，日本の標高基準系

の絶対的位置や内部整合性などを評価するための国際的な標高基準として期待される絶対的な全球的ジオ

イド・モデルについて，相互の整合性を評価し，それらの整合性を高めるための解析技術の改良を行う． 

第２年次においては，GPS 連続観測局が併置された国土地理院の験潮場 23 点と気象庁の検潮所 14 点を

対象として拡大し，GPS 観測，および，験潮と人工衛星海面高度計の潮位変化を組み合わせた観測からの

地殻上下変動の速度推定に関する整合性を評価するとともに，潮位観測におけるコヒーレンシー分析手法

の研究を進める． 

 

３． 得られた成果 

昨年度の同一の手法を適用し，37 点の潮位観測から取り出した経年的な潮位変化と海面高度計を組み合

わせた手法（1995-2008 年）及び GPS 観測のグローバル解析による手法（2003-2009 年）のそれぞれについ

て地盤の上下変動速度を推定し，相関解析を行った．前者の手法においては，地震に伴う地殻上下変動の
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影響が除去されていないことに注意が必要である．全 37 点のうち，群発地震による変動の影響を受けてい

る伊東と十勝沖地震の影響を被っている釧路を除いた場合，両者の相関係数は 0.91，散布図における回帰

直線の傾きは 0.96±0.26 となり，良好な整合性を示す結果が得られた． 

つぎに，一次元データに対する Morlet ウェーブレットを用いた半離散化ウェーブレット解析・復元手法

を開発し，1978 年から 2008 年（２点については 1985 年から 2008 年）に得られた経年的潮位変化に適用

した．図－１は油壺と鬼崎についての解析結果であるが，年周変化が非常に強いこと，その他の周期分を

含め，パワーが時期によって大きく異なることがよく分かる．さらに，異なる験潮場の経年的潮位変化の

間の局在的なコヒーレンシー分析手法を開発し，全 37 点の全ての組に適用した．その結果，近い海域では

広い周波数帯と多くの期間で高いコヒーレンシーを持つが，異なる海域では年周成分を除くとコヒーレン

シーが低いことが明らかになった． 

 

 
図－１ 1978 年～2008 年の経年的潮位変化のウェーブレット解析結果．上は位相（°），下はパワー（m2） 

を示しており，左側が油壺，右側が鬼崎．横軸は通算日，縦軸は周期である． 

 

４． 結論 

験潮場における地殻上下変動の速度について，昨年度から点数を拡張した分析を行い，験潮と海面高度

計を組み合わせて推定されたものと GPS 観測から得られたものにおいて両者がよく一致することが分かっ

た．また，一次元データに対する局在化信号特性を明らかにする半離散化ウェーブレット分析・復元手法

とそれに基づくコヒーレンシー分析手法を開発し，潮汐と気圧応答成分を除去した経年的潮位変化データ

に適用した．その結果，経年的潮位変化には共通して含まれる大きな年周変化と観測局ごとに異なる局在

的特徴がみられ，異なる局間のコヒーレンシーは，隣接海域では高いが，離れた局間では，年周成分を除

き，低いことが明らかになった．今後は，コヒーレンシー情報に基づき，共通する海洋現象による変動を

低減した潮位変化を推定し，得られる変化の特徴について検討を進める． 
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GPS のマルチパス誤差の定量的評価に関する研究(第１年次)  
 

実施期間    平成 22 年度～平成 23 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 宗包 浩志 

 

１．はじめに 

地面や地物等により反射された電波によるマルチパスが原因となる測位誤差については，そのメカ

ニズムが複雑であること，また，キネマティック・短時間スタティック測位では影響が大きいものの，

衛星配置が恒星日の周期を持つため測位誤差も同じく恒星日周期を持ち，24 時間測位においては平均

化されるため影響が小さいと考えられてきたことなどから，これまで十分に検討されてこなかった．

ところが近年，地面反射によるマルチパス誤差が，当初懸念されていたキネマティック・短時間スタ

ティック測位における影響に加え，降雨に伴う地面の電波反射率の時間変化や衛星配置の時間変化に

伴い，時間的に相関をもつ複雑な測位誤差をもたらすことがわかってきた．そのような誤差は，中・

長期的な地殻変動の監視において障害となりうるものであり，定量的な評価手法が求められている． 

 

２．研究内容 

GPS 受信機 SNR（信号ノイズ比）を用いて GPS 時系列に含まれる地面反射マルチパス誤差を定量的に

評価する手法を試行するとともに，土壌水分量のモデリングにより独立に地面反射マルチパスを推定

し，両者の比較を行う．また，いくつかの GPS 連続観測点について，キネマティック・短時間スタテ

ィック測位および 24 時間スタティック測位のそれぞれについて，推定された地面反射マルチパスによ

る測位誤差を，実際の座標誤差時系列と比較し適合度を評価する． 

本年度は，国土地理院構内にある，国際 GPS 連続観測点である TSKB の上下変動について，GPS 受信

機 SNR を用いて推定する手法を試作し，地面反射マルチパスによる 24 時間スタティック測位における

測位誤差と，実際に観測された座標誤差時系列を比較する． 

 

３．得られた成果 

はじめに，TSKB における座標誤差時系列を計算した．まず，2005 年～2009 年に観測された GPS デ

ータについて，米国ジェット推進研究所において開発された GPS解析ソフトウェアである GIPSY-OASIS 

II を用い，精密単独測位法（PPP）により TSKB の上下座標時系列を推定した．この時系列には，農業

用地下水のくみ上げに伴う地盤の弾性的上下変動が含まれているため，国土地理院構内で取得されて

いる地盤沈下計記録および地下水位記録を用いて，その弾性的上下変動の全量の補正を行い，座標誤

差のみを抽出した(Munekane et al., 2010)． 

次に，GPS 受信機 SNR を用いて，地面反射マルチパスによる，24 時間スタティック測位における測

位誤差を推定した．地面反射マルチパスの存在下では，図－１にみられるように，GPS 受信機 SNR は

とくに低仰角の観測において振動し，その振動の周波数および振幅から地面反射マルチパスによる位

相遅延を推定することが可能であることが知られており(e.g., Bilich et al., 2008)，その算出を行

う ， 米 国 マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 工 科 大 学 の T. Herring に よ る 解 析 プ ロ グ ラ ム snrprog 

(http://www-gpsg.mit.edu/~tah/snrprog)が公開されている．本研究では，2005 年～2009 年に観測さ

れた TSKB における GPS 受信機 SNR について，snrprog を適用し，衛星毎の各エポックにおける位相遅

延量を計算した．つぎに，１日分の位相遅延量をすべて結合し，衛星の方位角・仰角について１度間
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隔のグリッド上における位相遅延のマップを作成した．さらに，GPS 測位信号生成のシミュレーショ

ンを行うソフトウェア SPSS(宗包・他, 2008)により，実際の衛星配置に対応して，上述の位相遅延マ

ップに従う遅延量誤差を与えた GPS 擬似観測データを作成し，GIPSY-OASIS II を用いて同一の PPP 解

析を行うことで，地面反射マルチパスによる測位誤差を推定した． 

 こうして得られた二種類の測位誤差の比較を図－２に示す．図－２において，灰色の線で観測され

た上下座標誤差時系列，赤線でその 10 日平均値，また，青線で地面反射マルチパスによる上下測位誤

差の 10 日平均値，をそれぞれ与えた．10 日平均値の間の相関係数は 0.50 であり，地面反射マルチパ

スによる上下測位誤差が，振幅を含め，観測された上下座標誤差をよく説明していることが分かる． 

  

         

       

 

 

 

 

 

４．結論 

国土地理院構内にある国際 GPS 連続観測点である TSKB について，GPS 受信機 SNR を用いて推定され

た地面反射マルチパスによる，24 時間スタティック測位における測位誤差と，実際に観測された座標

誤差時系列の比較を行った．両者はよい相関をもち，地面反射マルチパス誤差推定による上下測位誤

差が，振幅を含めて，観測された上下座標誤差をよく説明していることが明らかとなった． 

 今後，TSKB 以外の GPS 連続観測点についても本手法の有効性を評価するとともに，土壌水分量のモ

デリングによる，独立な地面反射マルチパス推定手法を検討し，それらの相互比較を行う予定である． 

  

参考文献 

Bilich, A. et al. (2008): Modeling GPS Phase Multipath with SNR: Case study from Salar de Uyuni, 

Bolivia, J. Geophys. Res., 113, B04401, doi 10.1029/2007JB005194. 

宗包・他 (2008)：衛星測位システムシミュレータの開発，国土地理院時報，118, 123-130. 

Munekane et al. (2010): Groundwater-induced vertical movements in Tsukuba revisited: 

installation of a new GPS station, Earth Planets Space, 62, 711-715. 

図－２ GPS 受信機 SNR を用いてシミュレーシ 

ョンしたマルチパス誤差と，実際に観 

測された GPS 時系列誤差の比較（上下 

成分）  

図－１ GPS 受信機 SNR にあらわれた地 

面反射マルチパスによる振動． 
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VLBI相関処理技術を利用した時空情報正当性検証に関する基礎研究（第２年次） 

 

 

      実施期間 平成 21 年度～平成 24 年度 

      地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 高島 和宏 

共同研究者 市川 隆一  高橋冨士信 

大坪 俊通  小山 泰弘 

関戸  衛  瀧口 博士 

ホビガー トーマス 

 

１．はじめに 

 近年，地理空間情報利用の普及拡大に伴い，利用する位置情報の信頼性担保が求められるようにな

ってきた．多くの場合，位置情報は，その位置が決定された時刻とセットの４次元情報として利用さ

れるため，位置および時刻を併せた時空情報としてその正当性を証明することが求められる．そこで，

本研究は，国家標準にトレーサブルな時空情報であることを証明するための手法を確立することを目

的に，国家位置基準を定めている国土地理院（GSI）と日本標準時を定めている（独）情報通信研究機

構（NICT）を中核とする共同研究により，時空情報正当性検証技術を開発する． 

 

２．研究内容 

 VLBI では，電波源(Quaser)からの信号を複数の電波望遠鏡で同時受信し，相関処理して得られる望

遠鏡間の電波の到達時刻差を用いて，双方の望遠鏡の位置関係を決定できる．そこで，本研究では，

この手法を応用し，地上デジタル放送等の電波源を用いて，時空情報認証局とユーザの位置関係から

求められる理論的な電波の到達時刻差と同じ相関処理結果が得られるかどうかで，その正当性を検証

する仕組みを構築する．本研究の前半２ヵ年において，時空情報検証に係るハードウェアを各機関で

構築する．国土地理院では，第２年次に，ユ

ーザが取得した時空情報を収集保管し，その

正当性を検証するためのスケジューリングな

どを行うために，データベースサーバーを中

核とした「時空情報管理サーバー」の設計と

構築を行う．また，ユーザが取得した時空情

報の正当性を検証するために，その時空情報

を得るのに用いられるものとは別の検証用マ

イクロ波を受信するための「検証データ取得

端末（ユーザ端末）」の開発を行う． 

 

３．得られた成果 

３．１ 時空情報管理サーバーの設計と構築 

 管理サーバーの任務は，時空情報正当性検

証の要求（リクエスト）に対するスケジュー

 

図－１ 時空情報正当性検証の処理フロー 
 処理は，ユーザからの 1.予約（リクエスト）から，13.検証結
果送信までの 13 ステップからなる． 
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リングと検証を実施した後の取得データ及び結果についての保管・管理である．その設計では，以下

の事項を考慮した．まず，管理の際には，リクエストを送出するユーザ情報とのリンクが必要不可欠

であることから，リレーショナルデータベースを採用した．また，正当性検証結果をGIS等により地図

上で可視化することを想定し，PostGISと呼ばれる地理空間情報を扱うことが可能な拡張ライブラリが

配布されているPostgreSQLデータベースを導入した．現段階では，実際の検証データの仕様や検証に

用いる相関処理解析仕様が固まっていないため，管理サーバーの細部の設計と構築は完了していない

が，ユーザのリクエストで開始し，検証結果の送信までの一連の処理フロー（図－１）がフレームワ

ークとして完成した． 

３．２ 検証データ取得端末 

 検証データ取得端末は，図－２に示す構成からなり，実際の基板等の作成については外注により実

施した．完成した端末の内部を写真－１に示す．本端末は，任意のマイクロ波を受信し，その生デー

タをデジタルサンプリングしてSDカードに記録する設計となっているが，小型かつ安価に製作するこ

とを最優先事項としたため，GNSS（L1帯，1.5GHz）をデフォルト設定で受信することを想定したICチ

ップ（数ドル/個）を採用することとした．完成した端末について，既知の信号入力に対する動作を確

認した．まず，マイクロ波を出力可能なGPSシミュレーターからの電波波形を入力し，本端末からの出

力波形のスペクトルが写真－２に示すようにGPSのL1帯の入力のそれと一致していることが確認され

た．つぎに，内蔵オシレーターを基準周波数として稼働し，正常動作を確認した．本研究においては，

外部からの正確な基準周波数を入力することが４次元である時空情報としての検証の必須条件となる

ため，この点については次年度に共同研究機関により開発された基準周波数モジュールと結合させて

動作確認を実施する予定である． 

 

図－２ 時空情報正当性検証データ取得端末の構成     写真－１ データ取得端末の内部 

 

４．結論 

 時空情報管理サーバー及び検証データ取得端末を構

築した．共同研究機関において開発された機器も併せ

て，データ取得及び管理に至るハードウェア面での本

システムの整備が概ね完了した．来年度以降，共同研

究機関と共に，４次元での時空情報の正当性を検証す

るための解析処理ソフトウェアの整備とハードウェア

の統合を併行して進め，実証実験を関東周辺域で実施

する予定である． 

本研究は，科研費基盤研究 A（課題番号 21241043）の助成を受けて実施している． 

 

写真－２ GPS シミュレーター波形を入
力した際の出力波形のスペクトル 
中心周波数 1575.42MHz の両側に正しく変調された
信号が確認された． 
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